
回答 更新月

1

いずれも可能。逆にさかのぼりでの届出書は特別な事情がある場合を除いて同月内で数日であれば

認めます。

月をまたぐ場合でさかのぼりの時は、運営基準に抵触する恐れがある場合は受理できません。

（サービス提供があるものの、同月内に担当者会議未開催など）

R2.9

1

平成18年３月27日に国が示した「18年度４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.２）の（問37）で示されていま

すのでご覧ください。

　（問37の回答）

月の途中に要支援状態区分から要介護状態区分に変更となり事業所が変更となった場合には、介護

支援業務を行う主体が地域包括支援センターたる介護予防支援事業者から居宅介護支援事業者に移

るため、担当する事業者が変更となるが、この場合には、月末に担当した事業所（小規模多機能居

宅介護事業所及び介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を除く）が給付管理票を作成し、提出す

ることとし、居宅介護支援費を請求するものとする。

また、逆の場合は、月末に担当した地域包括支援センターたる介護予防支援事業者が給付管理票を

作成、提出し、介護予防支援費を請求するものとする。

R2.9

2 介護サービスの利用が無い場合は、介護予防支援事業所が給付管理を行います。 R2.9

利用者が、月の途中で「要支援」から要介護」へ区分変更

された場合、その月の「居宅介護支援費」は請求できるの

か。

平塚市居宅介護支援事業所向けＱ＆Ａ

質問

居宅サービス計画作成依頼（変更）届について

居宅サービス計画作成依頼(変更)届出書は１か月くらい前

に出しておいても良いか。また被保険者証を添付できない

場合でも届出書の提出は可能か。

給付管理・居宅介護支援費の請求について

月の途中で要支援から要介護に変更され、居宅介護支援事

業所と新たに契約して介護給付のケアプランを作成した。

変更前に予防サービスは利用したが、介護給付は利用しな

かった。当該月の給付管理はどこがやるべきか。
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予防/総合事業の対象者を包括より受託している場合、該当月の給付管理票の【委託した場合】とい

う項目に受託居宅の事業所番号、及び担当ケアマネの介護支援専門員番号を記載しないと委託料は

入金されません。

そのため、該当月の給付管理票を【訂正】で国保連へ送ることと、該当月の予防支援費/介護予防ケ

アマネジメント費を過誤→再請求する必要があります。

R2.9

4

特定施設入居者生活介護、認知症対応型ＧＨ、（看護）小規模多機能の４種類については、通常居

宅のケアマネが給付管理を行わない（小規模/看多機は月を通しての利用ではない場合除く）ことに

なりますが、いずれも『短期利用』（サービス種別コードが通常とは違う場合で、単に日割りの場

合を除く）に該当した場合は、居宅サービスとして給付管理を行うことになります。

R2.9

5 審査会が暦月の月末までに行われたものは、翌月の請求で出すことができます。 R3.9

6

（契約年月日にかかわらず）介護予防支援の件数を1/2した数⇒（契約日の古い順、同一日なら介

護度の高い順）に居宅介護支援の数の順に並び替える。

総合事業の介護予防ケアマネジメントの件数は含めません。

R3.9

1
2時間ルールに従って合算した時間数をどちらかの事業所が請求し、その後事業所間で調整をしてく

ださい。
R2.9

2

1時間入る人は身体2、入浴介助のみの人は身体1でそれぞれ算定します。必ずケアプランに複数人

で対応する必要性を協議し、結果について本人及び家族の同意を得たことがわかるよう明記してく

ださい。

R2.9

要支援１の利用者を包括から受託しているが、委託料が入

金されなかった。市に確認したところ返戻ではないようだ

が、どうしたら委託料をもらえるようになるか。

特定施設（介護付き有料老人ホーム）を短期で利用するこ

とになった利用者があるが、利用先の特定施設の施設ケア

マネから給付管理は居宅で行うように言われた。これは月

を通しての利用ではないためなのか。それとも別の理由が

あるのか。

いつまでの審査会分までが遅れずに請求できるか。

居宅介護支援費の計算にあたり、介護予防支援の委託を受

けている場合、古い順に並び替えとはどのように行うの

か。

居宅サービスの算定関係

２時間以内に2カ所の事業所が訪問介護に入ったときの算

定はどうするのか。

30分身体介護を行った後、ヘルパーを1人追加し2人体制

で引き続き30分入浴介助を行う場合どのように算定するの

か。
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可能。ただし、介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所（退院）した日及び短期入所療養

介護のサービス終了日（退所日）において、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管

理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できません。

R2.9

4

次のいずれの要件も満たす場合、１日30分を限度として、通所介護の時間に含めることができま

す。（例：事業所で5時間サービスを行い送迎で30分かかった場合、サービス提供時間は5時間半と

なり5時間以上6時間未満の区分で算定可能）

①ケアプラン及び通所介護サービス計画に位置付けている

②送迎時に介助等をするものが、介護福祉士・実務者研修修了者・介護職員基礎研修課程修了者、

１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者・看護職員・機能訓練指導員のいずれかであるか、当

該事業所の勤続年数＋同一法人の他の介護サービス事業所・医療機関・社会福祉施設等でサービス

を利用者に直接提供する職員としての勤続年数＝３年以上の介護職員である。

R2.9

5 それぞれの事業所で算定可能。ただし、同一敷地内の場合は退所日を算定することができません。 R2.9

6
事業所によって得意分野が異なるため、身体状況にあわせて複数利用しても問題ありません。要件

を満たせばそれぞれの事業所がリハビリテーションマネジメント加算を算定することも可能です。
R2.9

1

暫定利用が決まった段階で提出してください。この場合、基本認定調査の結果が確認できないた

め、主治医からの意見を取得し、サービス担当者会議を開催した上で提出をしてください。市の確

認は介護度確定後に必要に応じて送付します。

R2.9

2

介護サービス事業所に、入院（退院）した旨を速やかに伝えてください。福祉用具貸与は半月また

は１月請求のため、入退院の事実を知らずに請求しても結果的に請求額が変わらないことがありま

すが、入院中は介護保険を給付することはできないため、サービス実日数と入院日数に重複がある

と給付適正化の対象となります。

R2.9

１人が複数の通所リハビリテーション事業所を利用してよ

いか。

午前中に在宅サービスを利用し午後に施設入所する場合、

それぞれの介護報酬の算定は可能か。

通所介護の送迎時、ベッドへの移乗等のサービスを行った

場合、その分の算定は可能か。

同日にショートステイから別事業所のショートステイに移

る場合、それぞれの事業所で算定可能か。

福祉用具について

例外給付になりそうな利用者が暫定で福祉用具を利用する

場合、例外給付確認書はいつだせばよいのか。

月途中で利用者が入院（退院）した場合
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対象種目が車いすもしくは移動用リフトの場合、導入時に市の確認は必要ありません。主治医に対

して意見を求めたうえでサービス担当者会議にて車いす（移動用リフト）の必要性について検討

し、ケアプランに位置付けてサービス利用を開始してください。なお、後日給付実績データに基づ

き、導入時に適切な検討をしていたかについて、給付適正化の照会をする場合があります。

R2.9

4

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A(Vol.1)に以下のようにあります。

〇 貸与と販売の選択制における令和６年４月１日（以下、「施行日」という）以前の利用者につい

て

問 99 　「選択制の対象福祉用具」を施行日以前より貸与している利用者は、施行日以後に特定福祉

用具販売を選択することができるのか。

（答）

貴見のとおりである。なお、利用者が販売を希望する場合は福祉用具貸与事業者、特定福祉用具販

売事業者、居宅介護支援事業者において適切に連携すること。

問 100 　施行日以降より選択制の対象福祉用具の貸与を開始した利用者へのモニタリング時期はい

つになるのか。

（答）

施行日以後に貸与を開始した利用者に対しては、利用開始時から６月以内に少なくとも１回モニタ

リングを実施することとしているが、施行日以前の利用者に対しては、利用者ごとに適時適切に実

施すること。

明確な記載はありませんが、制度改正で選択制が導入されたこと等を利用者ごとに適時適切に説明

していただければよいと考えます。

R6.5

例外給付で車いすを導入するが、例外給付の確認はどのよ

うにすればよいのか。

福祉用具の選択制の件で、新規のケースは担当者会議等で

説明する事は理解しているが、対象アイテムをすでに貸与

中の方への説明はいつのタイミングで行えばいいのか。
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各職員へ個別具体的な利用者状況を伝達することが目的とされているため、全員参加が望ましいも

のの、どうしても参加が難しい職員については、原則として文書による情報提供を行ってくださ

い。その場合は、欠席者が確かに伝達を受けたことが分かるよう、回覧文書に欠席者が確認印を押

す等、書面で記録を残すようにしてください。

また、新型コロナウイルス感染拡大防止対策の一環とした在宅勤務の実施などにより対面の会議開

催が難しい場合は、メール等で要件を満たした書面会議を実施してください。

R2.9

2
加算取得の申請時を除いて、研修報告を市に提出する必要はありません。ただし、加算取得の必須

要件ですので、必ず次年度が始まるまでに研修計画を定めてください。
R2.9

3

基準の記載は例示であるため、事業所として1つでも「高齢者以外の対象者への支援に関する知識等

に関する事例検討会、研修等」に参加していれば、算定要件は満たすと考えます。ただし、特定事

業所加算の趣旨からも様々なテーマの事例検討会、研修等に参加することは望ましいことであり、

事業所内で全介護支援専門員と情報共有できていることが望ましいと考えます。

R6.5

1

居宅介護支援事業所を変更した場合は、新規に居宅サービス計画を作成し、利用者への説明及び同

意を得て交付する必要があります。またサービス担当者会議を開催する必要があります。

同じケアマネジャーが利用者を引き続き担当する場合であっても同様です。

もちろん、居宅介護支援事業所の廃止による事業所変更も、軽微な変更には当たりません。

R2.9

2
「軽微な変更」には該当しない。新たに作成した居宅サービス計画書の原案について専門的な見地

に基づく意見を聴取するためのサービス担当者会議を開催する必要があります。
R2.9

特定事業所加算について

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事

項の伝達等を目的とした定期的な会議について

年度をまたいで引き続き加算を採る場合、研修計画を市に

提出する必要はあるか。

特定事業所加算の算定要件での「ヤングケアラー、障害

者、生活困窮者、難病患者等」の事例検討会、研修はこの

全てのケースを受けないといけないのか、全部の介護支援

専門員で１例でもよいのか。

その他

担当する居宅介護支援事業所が変更になったが、ケアプラ

ンの内容に変更がない場合は、以前のケアプランを継続し

て利用してよいか。

利用していたサービス種別が少なくなる場合は、「軽微な

変更」にあたるか。
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報酬体系においては、当該サービスを提供した時点における要介護状態区分に応じた費用を算定し

ます。

区分支給限度基準額については、高い方の要介護状態区分を適用します。

居宅介護支援費については、月末の介護度で算定します。

なお、変更申請中における当該月の報酬は、要介護状態区分の結果が出た月の翌月請求で行いま

す。

R2.9

4

軽度変更により要介護→要支援になった場合であって、対象者を地域包括支援センターから受託し

ている場合には給付管理票の扱いに注意が必要。

（例　要介護１→要支援１の場合）

・給付管理票上の要介護度と認定期間：月末時点（要支援１）

・給付管理票上の区分支給限度基準額：高い方（16,738単位）

・給付管理担当：地域包括支援センター（又は地域包括支援センターからの受託事業所）

R2.9

5 死亡や入所時点で居宅介護支援を行っていれば対象です。 R2.9

6 給付管理票を別々に作成するのでそれぞれ対象です。 R2.9

7

暫定ケアプランは、要介護状態区分が確定していないこと以外、本ケアプランと同様の扱いとなり

ますので、（暫定の）サービス利用開始前にサービス担当者会議を行い、利用者の同意を得ておか

なければなりません。

「暫定ケアプラン」＝「原案（利用者の同意を得ていないもの）」ではありませんので、混同しな

いよう注意してください。

R2.9

月の途中で要介護状態区分が変更となった場合について

月の途中で要介護状態区分が変更となった場合について

（要介護→要支援の場合）

月の途中で死亡や施設入所があった場合の居宅介護支援費

月の途中で他の市町村に転出した場合の居宅介護支援費

暫定ケアプランの考え方、利用について
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個別の事情や利用するサービスによっても異なりますので、一概にお答えできません。まずは居住

地に住民票を移すことを検討してください。そのうえで、どうしてもやむを得ない事情（介護者が

複数人いるため、数ヶ月で転々とする場合など）については、住所地以外の場所でも利用できる可

能性はあります。

　ただし、住宅改修など、サービスによっては利用できないものもありますのでご注意ください。

　また、利用者が一時的に居住地以外で介護サービスを利用する場合で、訪問によるモニタリング

が難しい場合には、一度契約を終了し、一時滞在先の居宅介護支援事業所と契約するようにしてく

ださい。

R2.9

9

この場合、修正する必要があるのは給付管理票です。請求が通らないのは計画点数が対象点数を下

回っている場合が大半です。

介護給付費取下依頼書は、加算の取り忘れなど居宅介護支援費に誤りがあった場合に提出くださ

い。

R2.9

10
目標達成に必要な援助であれば、給付管理対象外のサービス（例：居宅療養管理指導）や、イン

フォーマルなサービス（例：家族支援）も記載してください。
R2.9

11
目標達成のため引き続き利用しているのであれば、購入時点に限らず、継続して記載してくださ

い。
R2.9

12

ケアプランの原案に位置付けたサービスの担当者が参加者となります。居宅療養管理指導が入って

いる場合には、もちろんその担当者も召集の対象となります。また、必要に応じて民生委員や主治

医等の参加が考えられます。これらの関係者の参加が困難な場合には、あらかじめ情報を入手して

おく必要があります。

R2.9

13 事業所を異動した月中に行ってください。異動前に行うことはできません。 R3.9

ケアプラン（第２表）への福祉用具購入の位置付けについ

て

居住地と住所地の違う利用者が、住民票を異動せずに、長

期間、居住地でサービスを利用しても構わないのか。

介護サービス事業所から請求が通らないと言われたので、

介護給付費取下依頼書を提出したが、状況が変わらない。

ケアプラン（第２表）に位置付けるサービスについて

サービス担当者会議の参加者として、サービス提供事業者

の担当者以外の参加者としては、どのような者が想定され

るか。

ケアマネジャーが事業所を移るにあたり、前の事業所で担

当していた利用者を引き続き担当するが、サービス担当者

会議はいつ行えばよいか。
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利用者と事業所で交わす各種書類の押印について、市から押印を廃止するよう指示はしませんが、

利用者や家族への説明、同意、交付を行ったことがわかる形となっていれば、運営指導等で書類の

確認をさせていただいた際に、適切に手続きができていると判断いたします。押印の運用について

は、事業所（法人）でご判断ください。

R3.9

15

世帯分離は、同じ住所ではあるが生計や生活が別である際に届け出をいただくもので、介護保険制

度のために行うべきものではありません。

場合によっては国民健康保険料に影響したり、行政で手続きをする際同一世帯であれば不要だった

委任状が必要になり、手続きが煩雑化する恐れがあります。

利用者に十分説明をし、確認を取ったうえで手続きをしてください。

世帯分離の手続きは市民課で受け付けています。

R3.9

16

従来どおり、平塚市の居宅連絡会が作成した書式を引き続きご利用いただくことは可能です。（令

和４年度版「運営の手引き」及び今回の研修資料の厚生労働省版は、該当の加算に関連する資料と

して掲示しており修正を求めるものではありませんので御了承ください。）

R4.12

入院等情報提供書、退院退所情報記録書の例示が、厚生労

働省版になっているのはなぜですか？平成30年に、平塚

市の居宅連絡会が書式を作成し、「ひらのすけ」にも掲載

しており、介護保険課も承認しているもので、90％以上の

市内の居宅介護支援事業所が利用しています。

ケアプラン、重要事項説明書、利用票などの押印の必要性

について

負担限度額認定証の申請のため、世帯分離をすすめたい

が、どうすればよいか。
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居宅サービス計画書における押印は、従来、利用者が計画の同意を確認する方法として、利用者の

署名（または家族の代筆）とともに必要とされていました。昨年、厚生労働省が「押印を求める手

続の見直し等のための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令」を発出したことで、居宅サービ

ス計画書の押印を省略することが可能になりました。

ただし、各居宅介護支援事業所において、その運営上必要と判断された場合は、利用者に押印させ

ることもできます。

平成１２年３月１日付け、老企第３６号第二（９）福祉用具貸与費（２）②ウにおいて、当該医師

の医学的な所見については、主治医意見書による確認のほか、医師の診断書又は担当の介護支援専

門員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所見により確認する方法でも差し支えないとさ

れています。なお、主治医から得る情報は、福祉用具の必要の有無ではなく、前述の老企第３６号

第二（９）の（ⅰ）～（ⅲ）の状態に該当する旨の判断となりますので御留意ください。

R4.12

18

ご質問の件については、下記の厚労省の通知に逸脱しないのであれば差し支えないものと思われま

す。

なお、今回の解釈にあたり、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（老

企第22号）を参考として掲載します。

【参考】

平成１１年７月29日付け、老企第22号第二３（８）第１１号において、介護支援専門員は、サービ

ス提供事業者の担当者に対して、当該計画の趣旨及び内容等について十分に説明し、共有、連携を

図ることとされています。なお、第１２号では、居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性を

高めることとされ、第１３条では利用者の解決すべき課題の変化が認められる場合には、介護支援

専門員はサービス提供事業者が連絡調整、その他の便宜の提供を行うものとしています。

R4.12

サービス事業所担当者に対する個別サービス計画書の提出

依頼について、 通所リハビリ、訪問リハビリの個別計画

作成書は 3ヶ月毎に作成されますが、医師の指示期間に

なっており、居宅サービス計画書（ケアプラン）の介護保

険認定期間とずれることがあります。 医師の指示期間

は、介護保険認定期間よりも重要視されるものなのでしょ

うか。

印鑑が廃止の方向ですが、居宅サービス計画書の印鑑を省

略する事は可能でしょうか。

軽度者への特殊寝台の貸与の際、主治医から得た情報を示

す書類について、意見書によりその旨の記入があれば、そ

れだけで他の資料は必要ないのでしょうか。

9 ページ
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まず退院退所加算（ⅲ）の算定要件は、病院等の職員から利用者に係る必要な情報の提供を３回以

上受けており、うち1回以上はカンファレンスによるものとされています。

次に、厚告２０へ、老企３６第三の１３及び診療報酬の算定方法　別表第１医科診療報酬点数表の

退院時共同指導料の２の注３では、退院・退所時加算の取得のためのカンファレンスの構成を規定

しています。この中でカンファレンス参加者として、入院中の医療機関は保険医又は看護師等、在

宅療養担当医療機関は保険医若しくは看護師等、保険医である歯科医師若しくは歯科衛生士等と

なっているため、必ずしも医師の参加を必要としないと考えられます。

R4.12

20

お手数ではありますが、担当ケースが少ない場合も表の作成をお願いします。

毎年度、「特定事業所集中減算に係る報告書」は、前期（３～８月）・後期（９～２月）に作成

し、算定の結果が８０％を超えた場合は市に報告を行う必要があります。それ以外の場合でも、各

事業所にて保管をお願いしています。そのため、本報告書は各事業所の運営状況を示す資料となり

ますので表でまとめてください。

R4.12

21

あくまで個別の判断になりますが、介護保険課では主に報酬や運営状況に関する相談や介護事故、

苦情等について対応します。その他の居宅介護支援の提供方法、他のサービス内容に関する御相談

は神奈川県、他の事業者等にお尋ねいただくようお願いします。

R4.12

退院時加算（3）に関しては、１回は医師の参加が必要で

すか？

集中減算における事業所の割合ですが担当ケースが少ない

場合も表で表した方がよいのでしょうか。

わからないことや迷ったときはどこに相談すればよいので

しょうか。現在は他事業所か介護保険課に相談していま

す。
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①講習会で説明したとおり、新規の利用者には、重要事項説明書（又は確認書等）に基準に係る内

容を記載の上、説明・同意・交付の手続きを行うことを推奨している。文書の交付だけでなく、説

明、署名が必要となるため、支援経過記録への記載だけでは十分ではない。既存の利用者には、更

新時、重要事項説明書等により説明等を行うか、居宅サービス計画に基準の内容を記載した上で説

明等を行うことが望ましい。

②基準に係る内容が盛り込まれていれば、居宅サービス計画による説明・同意・交付で可。

H30.8

23

「［平塚市］介護保険事業者における事故発生時の報告の取扱いについて」で、介護保険事業者が

行う事故報告の範囲を次のとおり定めています。

（１）サービスの提供による、利用者のケガ又は死亡事故の発生

（２）食中毒及び感染症、結核の発生

（３）職員（従業者）の法令違反・不祥事等の発生

上記の例としては、例えば次のようなことが考えられます。

（１）ケアマネジャーの業務中に、ケアマネジャーの行動に起因して（ぶつかる、大声を出したこ

とで驚かせてしまう等）利用者がけがを負ってしまい、病院にかかった場合

（２）ケアマネジャーが感染経路となり利用者が感染症に感染してしまった場合

（３）利用者から預かった金銭を横領した場合

「［平塚市］介護保険事業者における事故発生時の報告の取扱いについて」は、

平塚市介護保険課のページ＞介護保険事業者における事故発生時の報告

に掲載していますので、そちらも御参考ください。

R2.11

「複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めること及

び居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事

業者の選定理由の説明を求めることが可能である旨の利用

者への説明等」について

①「事業所選択に関する確認書」にて説明し署名を得た上

で、支援経過記録にも残している。支援経過への記録のみ

でよいか。

②既存の利用者の更新時、居宅サービス計画の第１表に

「複数の事業者の紹介を受けたことに同意する」という文

言を記載した上で署名を得ているが、それでよいか。

事故報告について

居宅介護支援事業において、個人情報の流出以外で、報告

が必要になることにはどのようなことがあるでしょうか。
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市への届出が必要となるのは「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２

年厚生省告示第１９号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の注３」に規定す

る生活援助である。したがって、当該ケースの届出は不要である。（介護保険最新情報vol.652、平

成３０年４月版介護報酬の解釈①単位数表編P.135）

H30.8

25
保険給付外のサービスについても、居宅サービス計画に記載する必要があるため、交付すべきであ

る。
H30.8

26

①暫定プランから内容の変更がなくそのまま本プランとする場合は、新たに作成する必要はありま

せん。なお、その場合には「更新結果の後、状況が変わらなければ本プランにします」等、あらか

じめ関係者間で合意形成されていることが分かるよう、ケアプランに記載しておいてください。

②認定結果に合わせて新しくケアプランを作成した場合は、軽微な変更等「やむを得ない理由」が

ある場合を除き、サービス担当者会議を開催の上、それに対して改めて同意を得てください。その

日が新しいケアプランの同意日です。

新しいケアプランに対しては、暫定ケアプラン作成時のサービス担当者会議日付は何の意味も持ち

ません。なお、同意日は利用者又は家族が記載するものであって、日付を遡ってはいけません。

R1.11

27

①認定後もサービス担当者会議を行ったほうが望ましいですが、必須ではありません。ただし、あ

まりにも想定した介護度とかけ離れている場合は、アセスメント等で見逃しや漏れがある恐れがあ

るため、再度ケアプランを見直して作成し、サービス担当者会議を行う必要があります。

②①と同様です。

R1.11

厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護を位置づける場

合について

要介護３で「身体介護２０回及び身体・生活４０回」を位

置付ける場合、市へ届出が必要となるか。

医療保険による訪問看護を位置付けた場合も、意見を求め

た主治の医師等に居宅サービス計画を交付するべきか。

区分変更時、暫定時の担当者会議について

①区分変更時は利用者の状態に変化があった際、プランも

見直しをかけるので担当者会議を行いますが、認定後も担

当者会議は必須か。

②認定が遅れたり暫定でプランを開始している際、サービ

ス開始時に担当者会議を行いますが、認定後の担当者会議

は必須ですか。

居宅サービス計画の作成について

①介護認定結果がサービス利用開始するまでに出ないた

め、暫定でケアプランを作成しサービス担当者会議を実施

しケアプランに同意をいただいた後、認定が出てから認定

結果に合わせたケアプランを作成する必要はあるか。

②また、その場合にもしケアプランを作成した場合、ケア

プランの内容に対しての同意は担当者会議の際にいただい

ているので認定結果に合わせて作成したプランの同意日は

担当者会議の日でよいか。
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28 貴見のとおりです。 R1.11

29 口頭で意見聴取する場合、支援経過記録等に残すようにすること。 H30.8

30
認定調査員としての業務は介護支援専門員の業務に含まれている。したがって、勤務形態一覧表の

勤務時間を分ける必要はない。ただし、通常の居宅介護支援業務に支障がない場合に限る。
H30.8

31

①該当ページに記載のとおり、初回加算を算定する場合は退院・退所加算を算定できない。新規の

利用者の場合、退院・退所加算と初回加算のどちらかを選択して算定することができる。

②算定要件を満たし、居宅サービス計画を作成したのであれば算定は可能。

③居宅サービス計画の別紙として、カンファレンスの要点等をまとめた任意の様式を作成し、利用

者又は家族に交付することが望ましい。

④該当ページに記載のとおり、カンファレンス以外の方法であっても利用者の必要な情報の提供を

受けた場合は回数等により算定要件を満たすことができる。情報提供を受けた旨については、居宅

サービス計画等へ記録すること。

H30.8

退院・退所加算について

①新規の利用者に対しても算定してよいのか。

②カンファレンスにより情報提供を受けた結果、入院前と

同様の居宅サービス計画を作成した場合、算定可能か。

③カンファレンスに参加した場合に添付する「利用者又は

家族に提供した文書の写し」とは具体的に何か。

④病院からサマリーを受け取った場合、算定可能か。

福祉用具例外給付について

〈軽度者にかかる指定居宅（介護予防）福祉用具貸与

チェックシート〉（平塚市）は生きているか。

保健医療サービスを位置付ける場合、主治医の指示を求め

る必要があるが、手段は口頭でもよいか。

特定事業所加算の算定要件にある「常勤かつ専従の介護支

援専門員」とは、認定調査員を兼ねていない者という考え

でよいか。
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国の事務連絡で次のように示されていますので、参考にしてください。

【平成２４年４月改定関係 Ｑ＆Ａ(VOL.2)】

〇　退院・退所加算

（問２０）

　　退院・退所加算について、「また、上記にかかる会議（カンファレンス）に参加した場合は、

（１）において別途定める様式ではなく、当該会議（カンファレンス）等の日時、開催場所、出席

者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを

添付すること。」とあるが、ここでいう居宅サービス計画等とは、具体的にどのような書類を指す

のか。

（答）

居宅サービス計画については、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示につい

て」（平成11年11月12日付け老企第29号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）において、標準例と

して様式をお示ししているところであるが、当該様式の中であれば第５表の「居宅介護支援経過」

の部分が想定され、それ以外であれば上記の内容を満たすメモ等であっても可能である。

（問２１）

　　入院中の担当医等との会議（カンファレンス）に参加した場合、当該会議等の日時、開催場

所、出席者、内容の要点等について記録し、『利用者又は家族に提供した文書の写し』を添付する

ことになっているが、この文書の写しとは診療報酬の退院時共同指導料算定方法でいう「病院の医

師や看護師等と共同で退院後の在宅療養について指導を行い、患者に情報提供した文書」を指すと

解釈してよいか。

（答）

そのとおり。

R1.11

退院・退所加算について

「カンファレンスに参加した場合は…、（中略）

利用者又は家族に提供した文書の写しを添付する必要があ

ります」とあるがこの場合の提供した文書とは具体的に何

か。
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①カンファレンス議事録を利用者又は家族に提供し、その写しを居宅サービス計画等に添付しなけ

ればなりません。加えて居宅サービス計画等に記録をする必要があります。

②当該加算に係るカンファレンスの要件を整理すると次のとおりです。

・入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等

（※ここでいう看護師等とは、保健師、助産師、看護師、准看護師のことです）

　→いずれか１名

・在宅療養担当医療機関の保険医～（略）～相談支援専門員

　→いずれか３者以上

上記のとおり、入院中の医療機関からの１名と在宅で関わる職種３名以上から成る、計４名以上の

専門職の出席が必要です。

なお、専門職の資格を複数保有している者が出席しても１名と数えます。

②´　②のとおり、本人又は家族を人数に含めずに４名以上が必要です。

③３日以内に情報連携がとれれば加算を算定できるとしているのであって、曜日について指定はあ

りません。なお、提供の手法については直接出向く事に限らずＦＡＸやメール、郵送等でも可能で

す。

R1.11

34

①当該有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅が利用者にとって住み慣れた自宅にあたるの

であれば、在宅と解釈できる。

②市町村長に届け出た指定居宅介護支援事業所が加算することができる。（厚生省告示第21号「指

定居宅介護支援に要する費用額の算定に関する基準」）

H30.8

ターミナルケアマネジメント加算について

①在宅とは、自宅のほか有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅に住んでいることを含むという解釈でよい

か。

②算定にあたって、必ず市へ届出をする必要があるのか。

退院・退所加算について

①カンファレンスに参加した日時、場所、出席者、内容を

居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した

文書の写しを添付とあるが、カンファレンス議事録の写し

を渡すのか。そうでなければ計画書に議事録の内容を記入

し配布でよいのか。

②カンファレンスについての出席者の説明の中で、入院中

のＡ病院の看護師、在宅のＢ病院の医師、看護師、ＰＴ、

ＯＴ、ＳＴ、介護支援専門員合わせて４名以上きちんとそ

ろっているかどうか確認とあったが、出席の内容はＡ病院

の職員が出席すれば在宅側の出席者の内容は上記のとおり

でなくてもいいのか。

②´４名以上は本人又は家族以外で必ず必要か。

入院時情報連携加算について

③入院日を１日目として含めるとの説明について、入院さ

れた日が週末だと日曜日が３日目になってしまう場合があ

る。速やかに連携をとる意味でも休日に病院に出向く事を

よしとするのか否か。
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35

一連の業務を行う必要性が低く、軽微な変更にあたると判断された場合には、該当箇所（２表）の

み変更すればよい。ただし、モニタリングで未達成という評価の状況が継続する場合、居宅サービ

ス計画自体の変更が必要と考えられる。

H30.8

36

認知症対応型共同生活介護は入所系サービスであるため居宅サービスの給付管理はしません。ま

た、認知症対応型共同生活介護の短期利用を除き、居宅サービスの区分支給限度額の中に認知症対

応型共同生活介護は含まれません。

R1.11

37

基準に定められていることは、「定期的」な開催になります。委員会の役割を踏まえ適切な実施回

数を設定ください。 R6.5

38

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成11年７月29日老企第22号）

に、「居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めるこ

とが可能であることにつき説明を行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭で

の説明を懇切丁寧に行うことや、それを理解したことについて利用申込者から署名を得ることが望

ましい。」とありますので、継続してください。

R6.5

ケアプランの軽微な変更について、目標期間の延長の場

合、第１表から３表を再度作成し、署名等を得ていたが、

２表の目標期間のみを修正（延長）し交付すればよいの

か。

高齢者虐待防止措置未実施加算の算定要件の委員会の開催

は３月に１回しないといけないのか。

１０月１日から１０月２４日までショートステイとヘル

パーを利用しており、１０月２４日に認知症対応型共同生

活介護に入所する場合について

月途中であるため認知症対応型共同生活介護が給付管理を

するのか。

・利用割合の説明が努力義務になったが、書類を作成し、

書面にサインをする事は継続でよいのか。

・公正中立の立場の確保のための説明が努力義務になった

ということですが、やはり別紙を添付の上説明をしたほう

がいいのでしょうか？口頭のみというのでは、具体的な説

明に当たらないのでしょうか？講習会の中でも話に出てい

たように、紙に書かれた事業所がよい事業所のように解釈

をされてしまい、他の事業所も説明をするのですが、それ

だったらわざわざこのような紙を見せなくてもいいと言わ

れたことがありました。
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ケアプラン原案は、文書による利用者の同意を得た上で、ケアプランとして居宅介護支援事業所に

保管するとともに、利用者に交付される。また、居宅介護支援事業所に保管する第6票サービス利用

票(控)に利用者の確認を受けることとしている。このため、本システムを利用してケアプランを電子

的に連携する場合においても、サービス事業所に交付したものとして扱ってよいと考えます。な

お、ケアプラン原案に対する利用者の同意の有無をサービス事業所が確認する必要、同様に、第6票

の利用者同意の有無についても、サービス事業所が確認する必要はないと考えます。

また、サービス事業所から本システム上で送信されるデータにおいても、利用者の同意の確認は必

要ないと考えます。

R6.5

担当者会議時、居宅介護支援事業所は、ケアプランに署名

をもらいました。その後ケアプランデータ連携システムを

使用して、関係事業所にケアプランを送付した場合は、利

用者の署名なしの状態になるのではないかと思うのです

が、それでもケアプランを配布したことが制度上認められ

ますか。又は、その逆で訪問介護事業者等から計画書を受

け取った場合、署名がなくでも制度上受け取ったこととし

て認められますか。
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40

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成11年７月29日老企第22号）

に以下のようにあります。

⒁ 業務継続計画の策定等

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、

平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。職員教育を組織的

に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に

研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症の

業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施

することも差し支えない。

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できる

よう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践す

るケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係

る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支

えない。

⒃ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置　　ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研

修及び訓練

介護支援専門員等に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の

基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管

理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。職員教育を組織的に浸透させていくためには、

当該事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実

施すること望ましい。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。なお、研修の

実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用

するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。

R6.5

基準条例第22条の2　業務継続計画の策定等と、基準条例

第24条の2　感染症の予防及びまん延の防止のための措置

の中に必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければなら

ない。とありますが、当事業所は1名体制であるため、所

属法人内もしくは系列グループ内の事業所と合同で行うこ

とでもよいのでしょうか。
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また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュ

レーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染症発生時に

おいて迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割

分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習等を実施するものとする。訓練の実施は、机上を

含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施

することが適切である。

　上記の内容を満たしたものであれば、所属法人内もしくは系列グループ内の事業所と合同で行う

ことでよいと考えます。

41

サービス利用票の作成が行われなかった月及びサービス利用票を作成した月においても利用実績の

ない月については、給付管理票を作成できないため、居宅介護支援費は請求できない。ただし、病

院若しくは診療所又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設（以下「病院等」とい

う。）から退院又は退所する者等であって、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復

の見込みがないと診断した利用者については、当該利用者に対してモニタリング等ケアマネジメン

トを行い、給付管理票の作成など、請求にあたって必要な書類の整備を行っている場合は請求する

ことができる。なお、その際は居宅介護支援を算定した旨を適切に説明できるよう、個々のケアプ

ラン等において記録を残しつつ、居宅介護支援事業所において、それらの書類等を管理しておくこ

と。

（平成12年３月１日老企第36号　第３居宅介護支援費に関する事項５）

R6.5

42

平塚市役所健康・子ども部こども家庭課において一次的な相談を承っています。

R6.5

支援している中でヤングケアラーを発見した際の、平塚市

が推奨する相談先を知りたいです。

癌末期の方の依頼が来ることがあり入院中に退院カンファ

や区変申請等いろいろ動きますが、退院後急変してすぐに

亡くなった時、介護保険を使わずに終わってしまうと何も

請求が出来ないか。
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